
【一戸建ての住宅】
現金取得者向け新築対象住宅証明業務に係る料金表

※本料金表は2023年4月3日受付物件から適用となります。

※表中の表示額は全て税込　（単位：円）

一般料金
評価書等（※1）

を活用する場合

①-1.断熱等性能等級4で外
皮面積を用いずに外皮性能
を評価する方法

35,200 7,700

①-2.上記以外
 ・断熱等性能等級4
　　または
 ・一次エネルギー
　　　消費量等級4以上

39,600 7,700

 ② 耐久性・可変性
 ・劣化対策等級3かつ
  維持管理対策等級2以上

37,400 7,700

 ③ 耐震性

 ・耐震等級（構造躯体の倒壊
  等防止）2以上
　　または
 ・免震建築物

39,600 7,700

 ④ バリアフリー性  ・高齢者等配慮対策等級3以上 37,400 7,700

（※1） 評価書等

①省エネルギー性は断熱等性能等級4又は一次エネルギー消費量等級4以上が確認できる以下の書類（JIOが交付したものに限る）

   ・長期使用構造等確認書、長期優良住宅建築等計画に係る技術的審査適合証（※2）

   ・低炭素建築物新築等計画に係る技術的審査適合証（※2）

   ・建築物エネルギー消費性能向上計画に係る技術的審査適合証

   ・贈与税の非課税措置に係る住宅性能証明書

②耐久性・可変性は劣化対策等級３、かつ、維持管理対策等級２以上が確認できる以下の書類（JIOが交付したものに限る）

   ・長期使用構造等確認書、長期優良住宅建築等計画に係る技術的審査適合証（※2）

③耐震性は耐震等級（構造躯体の倒壊等防止）２以上、又は、免震建築物が確認できる以下の書類（JIOが交付したものに限る）

   ・長期使用構造等確認書、長期優良住宅建築等計画に係る技術的審査適合証（※2）

   ・贈与税の非課税措置に係る住宅性能証明書

④バリアフリー性は高齢者等配慮対策等級（専用部分）３以上が確認できる以下の書類（JIOが交付したものに限る）

   ・贈与税の非課税措置に係る住宅性能証明書

（※2） 所管行政庁の認定通知書を取得している場合は、その書類をすまい給付金申請に利用できるため本証明書は不要となります。

（注1） 適用する住宅性能を２以上選択した場合について

   ・追加１性能あたり22,000円（税込）を加算します。

   ・選択する住宅性能ごとに料金が異なる場合は、料金が低い方の住宅性能を追加として扱います。

   ・追加する住宅性能が評価書等を活用する場合は、追加1性能あたり7,700円（税込）となります。

（注2） 証明書の追加発行について

　 ・発行依頼1回で1住戸につき7,700円（税込）となります。

（注3） 変更申請について　（従前の証明書を発行した機関がJIOである場合に限る）

　 ・一般料金は上表の半額とします。

　 ・評価書等を活用する場合は上表の金額の通りとします。

　 ・審査を伴わない表記事項のみの変更の場合は上表料金によらず7,700円（税込）となります。

（注4） その他

　・書面による依頼の場合、又は電子依頼において評価書を書面で交付する場合は、1件につき1,650円（税込）を

　 依頼料金に加算します。

適用する住宅性能

 ① 省エネルギー性
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